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新たな地域医療構想の策定に向けて

新たな地域医療構想に関するとりまとめ(R8.3.19)

構 想 区域 人口20万人以上を基本としつつ、地域の実情を踏まえて柔軟に設定

医療機関
機能報告

医療機関の役割分担を明確化し、医療機関の連携・再編・集約化が推進されるよう、医療機関から都道
府県に、医療機関機能を報告
［医療機関機能］
◼急性期拠点機※人口20～30万人に１か所 ◼高齢者救急・地域急性期機能
◼在宅医療等連携機能 ◼専門等機能 ◼医育及び広域診療機能

病床機能
報 告

・「回復期機能」に高齢者等急性期機能を追加し、「包括期機能」に位置づけ
・必要病床数については、医療計画の見直しのタイミングに合わせ、2030年、2036年に必要に応じて見
直しを行う。

精神保健
医療福祉
との関係

2027年(令和９年)10月から病床機能や医療機関機能の報告が開始されることを見据え、精神医療におけ
る地域医療構想ガイドラインの策定に向けて、2026年度(令和８年度)中を目途に結論を得るべく、検討
を進める。

策 定
プロセス

・地域医療構想の策定は2028年度末までに行う
・2026年度から2027年度上半期を目途に、必要床数の設定や必要に応じて構想区域の見直しなどを行う
・具体の取組は2035年を目途に一定の成果の確保を行う

現 構 想
2023病床報告:73,547床(急性:+1万、回復:▲1万)
2025必要病床:73,190床

基 本 的 な
考 え 方

８５歳以上の高齢者の増加や人口減少がさらに進む２０４０年とその先を見据え、入院医療だけでなく、
外来・在宅医療、介護との連携、人材確保等も含めた、あるべき医療提供体制の実現に資するよう策定。

新たな地域医療構想の策定
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50医療法（地域医療構想関連条文）

改 正 後（R9.4.1施行） 改 正 前

第５章 医療提供体制の確保
第２節 地域医療構想及び医療計画（第30条の3の3-第30条の12）
第30条の３の３
都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、

当該都道府県における将来の医療提供体制に関する構想（以下「地域医療
構想」という。）を定めるものとする。
２ 地域医療構想においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 将来の医療提供体制の基本的な方向に関する事項
二 地域における医療機関機能及び病床の機能分化及び連携を推進する
ための基準として厚生労働省令で定める基準に従い定める区域
（以下「構想区域」という。）

三 構想区域における第三十条の十三第一項（療養病床又は一般病床に
関する部分に限る。以下この条において同じ。）に規定する医療機関
機能に応じ厚生労働省令で定める区分ごとの医療機関の見通し（第三
十条の十四第一項において単に「将来の医療機関機能の見通し」という。）

四 構想区域における厚生労働省令で定めるところにより算定された
第三十条の十三第一項に規定する病床の機能区分ごとの将来の病床数
の必要量（以下単に「将来の病床数の必要量」という。）

五 地域医療構想の達成に向けた医療機関機能の分化及び連携の推進に
関する事項

六 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に
関する事項

七 前各号に掲げるもののほか、医療機関機能又は病床の機能の分化
及び連携の推進のために必要なものとして厚生労働省令で定める事項

八 医療機関機能に関する情報の提供の推進に関する事項
九 病床の機能に関する情報の提供の推進に関する事項

３ 都道府県は、地域医療構想を作成するに当たっては、第三十条の十三
第一項、第三十条の十八の二第一項、第三十条の十八の三第一項及び第
三十条の十八の四第一項の規定による報告の内容並びに人口構造の変化
の見通しその他の医療の需要の動向並びに医療従事者及び医療提供施設
の配置の状況の見通しその他の事情を勘案しなければならない。

第30条の４
都道府県は、基本方針及び地域医療構想に即して、かつ、地域の実情に

応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るための計画（以
下「医療計画」という。）を定めるものとする。

第５章 医療提供体制の確保
第２節 医療計画（第30条の４ｰ第30条の12）
（新設）

（参考）現在の地域医療構想関連条文
第30条の４
都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、

当該都道府県における医療提供体制の確保を図るための計画（以
下「医療計画」という。）を定めるものとする。
２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一～六（略）
七 地域における病床の機能の分化及び連携を推進するための
基準として厚生労働省令で定める基準に従い定める区域（以
下（構想区域）という。）における次に掲げる事項を含む
将来の医療提供体制に関する構想（以下「地域医療構想」と
いう。）に関する事項
イ 構想区域における厚生労働省令で定めるところにより
算定された第三十条の十三第一項に規定する病床の機能
区分ごとの将来の病床数の必要量（以下単に「将来の病床
数の必要量」という。）

ロ イに掲げるもののほか、構想区域における病床の機能の
分化及び連携の推進のために必要なものとして厚生労働省
令で定める事項

八 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の
推進に関する事項

九 病床の機能に関する情報の提供の推進に関する事項



新たな地域医療構想について

地域医療構想策定ガイドライン骨子の概要 出典：令和８年３月26日厚労省社会保障審議会医療部会資料

51



52新たな地域医療構想の策定・推進に向けたスケジュール（イメージ）

出典：令和８年３月26日厚労省社会保障審議会医療部会資料
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国の地域医療構想ガイドライン（H27.3）
新たな地域医療構想に関するとりまとめ（令和８年3月19日）

地域医療構想及び医療計画等に関する検討会

（中略）しかしながら、既設の圏域間では人口規模、面積や基幹病院
へのアクセスに大きな差があり、大幅な入院患者の流出入がみられ
る圏域など、一体の区域として成立していないと考えられ るものも
依然として存在している。また、５疾病・６事業において圏域を定める
場合は、各疾病等で構築すべき医療提供体制に応じて設定すること
から必ずしも二次医療圏域と一致する必要はないため、 地域の実
情に応じて柔軟に設定している都道府県がある。

○ 以上のことを踏まえ、構想区域の設定に当たっては、病床の機能区
分との関係について、高度急性期は診療密度が特に高い医療を提
供することが必要となるため、必ずしも当該構想区域で完結する
ことを求めるものではない。なお、高度急性期から連続して急性期
の状態となった患者で、同一機能の病床に引き続いて入院するこ
とはやむを得ない。一方、急性期、回復期及び慢性期の機能区分に
ついては、できるだけ構想区域内で対応することが望ましい。

○ 具体的には、緊急性の高い脳卒中、虚血性心疾患を含む救急医療
については、アクセス時間等を考慮した上で、当該診療を行う医療
機関がより近距離にある場合は構想区域を越えて流出入することも
やむを得ない。一方で、高齢者の肺炎や大腿骨頸部骨折など回復期
につなげることの多い疾患については、構想区域内で対応する必要
がある。

○ 地域医療構想は平成 37 年（2025 年）のあるべき医療提供体制
を目指すものであるが、設定した構想区域が現行の医療計画（多くの
都道府県で平成 25 年度（2013 年度）～平成 29 年度（2017 年
度））における二次医療圏と異なっている場合は、平成 36 (2024 
年)３月が終期となる平成 30 年12度（2018 年度）からの次期医
療計画の策定において、最終的には二次医療圏を構想区域と一致さ
せることが適当である。

６.策定について
（２）構想区域
・構想区域については、必要病床数の設定の観点や急性期拠点機能の確
保等の提供体制を協議するための適切な範囲かといった観点を踏まえ、
将来にわたって地域での医療提供に関する協議を行う場として設定す
るために、区域の設定や隣接する他都道府県の区域との連携体制の必
要性について協議を行う。

・構想区域の見直しに当たって、当該区域の人口規模等が大きく、交通等
の整備状況によっては、区域内で病床数等の医療資源の偏在等の課題
が生じる。また、人口規模等が小さすぎると、多くの医療が区域内で完
結しなくなる。こうした点に留意しながら、都道府県ごとに地域の実態
を踏まえながら検討することが必要となる。

・構想区域は、現有する医療資源の状況や患者のアクセス等を踏まえな
がら設定することが必要である。このため、構想区域の見直しに当たっ
ては、現在の人口や人口推計、医療機関数、機能区分別の病床数、必要
病床数、建物・医療機器等の整備状況、医療従事者の医療資源や他の都
道府県も含めた隣接する区域の医療資源、患者の流出入等について把
握する必要がある。

・人口が少なく、住民の相当程度が流出していること等により、単独の構
想区域として将来の提供体制を検討することが困難であることが見込
まれる場合は、構想区域の統合や再編を検討する。

・また、人口の少ない二つの地域で、都道府県域を越えた隣接する区域間
で実質的に流出入がある場合等について、都道府県同士で区域を一体
とすることが困難であっても、急性期拠点機能を担う医療機関を両区
域で一つ整備する方向性を共有し、アクセスの支援や病院の運営等の
連携を検討することも必要であり、具体的な運用をガイドラインにおい
て示す必要がある。
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国の地域医療構想ガイドライン（H27.3）
新たな地域医療構想に関するとりまとめ（令和８年3月19日）

地域医療構想及び医療計画等に関する検討会

たところである。しかしながら、既設の圏域間では人口規模、面積や
基幹病院へのアクセスに大きな差があり、大幅な入院患者の流出入
がみられる圏域など、一体の区域として成立していないと考えられ
るものも依然として存在している。また、五疾病・五事業において圏
域を定める場合は、各疾病等で構築すべき医療提供体制に応じて設
定することから必ずしも二次医療圏域と一致する必要はないため、
地域の実情に応じて柔軟に設定している都道府県がある。

○ 以上のことを踏まえ、構想区域の設定に当たっては、病床の機能区
分との関係について、高度急性期は診療密度が特に高い医療を提
供することが必要となるため、必ずしも当該構想区域で完結する
ことを求めるものではない。なお、高度急性期から連続して急性期
の状態となった患者で、同一機能の病床に引き続いて入院するこ
とはやむを得ない。一方、急性期、回復期及び慢性期の機能区分に
ついては、できるだけ構想区域内で対応することが望ましい。

○ 具体的には、緊急性の高い脳卒中、虚血性心疾患を含む救急医療
については、アクセス時間等を考慮した上で、当該診療を行う医療
機関がより近距離にある場合は構想区域を越えて流出入することも
やむを得ない。一方で、高齢者の肺炎や大腿骨頸部骨折など回復期
につなげることの多い疾患については、構想区域内で対応する必要
がある。

○ 地域医療構想は平成 37 年（2025 年）のあるべき医療提供体制
を目指すものであるが、設定した構想区域が現行の医療計画（多くの
都道府県で平成 25 年度（2013 年度）～平成 29 年度（2017 年
度））における二次医療圏と異なっている場合は、平成 36 (2024 
年)３月が終期となる平成 30 年12度（2018 年度）からの次期医
療計画の策定において、最終的には二次医療圏を構想区域と一致さ
せることが適当である。

６.策定について
（２）構想区域
・構想区域については、必要病床数の設定の観点や急性期拠点機能の確
保等の提供体制を協議するための適切な範囲かといった観点を踏まえ、
将来にわたって地域での医療提供に関する協議を行う場として設定す
るために、区域の設定や隣接する他都道府県の区域との連携体制の必
要性について協議を行う。

・構想区域の見直しに当たって、当該区域の人口規模等が大きく、交通等
の整備状況によっては、区域内で病床数等の医療資源の偏在等の課題
が生じる。また、人口規模等が小さすぎると、多くの医療が区域内で完
結しなくなる。こうした点に留意しながら、都道府県ごとに地域の実態
を踏まえながら検討することが必要となる。

・構想区域は、現有する医療資源の状況や患者のアクセス等を踏まえな
がら設定することが必要である。このため、構想区域の見直しに当たっ
ては、現在の人口や人口推計、医療機関数、機能区分別の病床数、必要
病床数、建物・医療機器等の整備状況、医療従事者の医療資源や他の都
道府県も含めた隣接する区域の医療資源、患者の流出入等について把
握する必要がある。

・人口が少なく、住民の相当程度が流出していること等により、単独の構
想区域として将来の提供体制を検討することが困難であることが見込
まれる場合は、構想区域の統合や再編を検討する。

・また、人口の少ない二つの地域で、都道府県域を越えた隣接する区域間
で実質的に流出入がある場合等について、都道府県同士で区域を一体
とすることが困難であっても、急性期拠点機能を担う医療機関を両区
域で一つ整備する方向性を共有し、アクセスの支援や病院の運営等の
連携を検討することも必要であり、具体的な運用をガイドラインにおい
て示す必要がある。
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北海道医療計画

（R6年度（２０２４年度）～R1１（２０２９年度））医療圏
北海道地域医療構想

（H2８年（２０１６年）１２～令和７年度（２０２５年度）構想区域

第４節 計画の圏域
○ 医療圏は、地域の医療需要に対応して、医療資源の適正な配置と医

療提供体制の体系化を図るための地域的な単位として定めます。
○ なお、疾病又は事業ごとの医療連携体制を構築する際の圏域につい

ては、第二次医療圏にかかわらず、地域の医療資源等の実情に応じて
設定します。

１ 第一次医療圏の設定とその考え方
（１）設定 179圏域
（２）考え方

住民に密着した保健指導や健康相談、かかりつけ医やかかりつけ歯
科医、かかりつけ薬剤師などによる初期医療を提供する基本的な地域
単位とし、市町村の行政区域とします。

２ 第二次医療圏の設定とその考え方
（１）設定 21圏域
（２）考え方
○ 第一次医療圏のサービスの提供機能を広域的に支援するとともに、
比較的高度で専門性の高い医療サービスを提供し、おおむね、入院
医療サービスの完結を目指す地域単位とします。

○ この圏域は、医療法第30条の４第２項第14号に規定する区域とし、
医療資源の適正配置を図る地域単位とします。

３ 第三次医療圏の設定とその考え方
（１）設定 ６圏域
（２）考え方

○ 高度で専門的な医療サービスを提供する地域単位とし、「北海道
総合計画」の６つの連携地域と整合を図ることとします。

○ この圏域は、医療法第30条の４第２項第15号に規定する区域とし、
厚生労働省令で定める特殊な医療資源の適正配置を図る地域単位
とします。

３ 構想区域
構想区域は、データの整備状況や見直しの検討に必要な時間、医療提供
体制の状況を踏まえ、医療法に基づく「第二次医療圏」及び介護保険法に
基づく「高齢者保健福祉圏域」と同じ21区域としています。
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区 域 人 口 R6病床数 センター病院 区 域 人 口 R6病床数 センター病院

南 渡 島 人
329,623

5,402床
(4,857床)

市立函館 上 川 中 部 人
354,070

6,161床
(5,625床)

－

南 檜 山 人
18,002

400床
(245床)

道立江差 上 川 北 部 人
54,901

882床
(792床)

名寄市立

北渡島檜山 人
30,887

626床
(545床)

八雲総合 富 良 野 人
36,438

408床
(487床)

富良野協会

札 幌 人
2,381,989

33,941床
(35,786床)

－ 留 萌 人
37,111

590床
(563床)

留萌市立
道立羽幌

後 志 人
183,136

2,781床
(2,923床)

倶知安厚生 宗 谷 人
55,583

702床
(582床)

市立稚内

南 空 知 人
138,313

1,952床
(1,925床)

岩見沢市立 北 網 人
197,257

2,736床
(2,450床)

北見日赤
網走厚生

中 空 知 人
88,831

1,801床
(1,609床)

砂川市立 遠 紋 人
54,276

634床
(778床)

広域紋別
遠軽厚生

北 空 知 人
26,312

551床
(522床)

深川市立 十 勝 人
315,393

4,260床
(4,067床)

帯広厚生
帯広協会

西 胆 振 人
159,702

3,151床
(2,826床)

市立室蘭 釧 路 人
203,892

3,439床
(3,013床)

市立釧路

東 胆 振 人
197,270

2,024床
(2,462床)

苫小牧市立 根 室 人
64,948

497床
(497床)

市立根室
町立中標津

日 高 人
57,485

609床
(637床)

浦河日赤 人
4,985,419

73,547床
(73,190床)

（※）人口は令和７年度国勢調査結果（北海道分・速報）、Ｒ６病床数の下段（ ）書きは、2025年の病床推計
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○ 国の医療計画作成指針(＊）においては、「人口規模が20万人未満の二次医療圏については、入院に係る
医療を提供する一体の区域として成り立っていないと考えられる場合（特に、流入患者割合が20％未満
であり、流出患者割合が20％以上である場合）、その設定の見直しについて検討すること。なお、設定
の見直しを検討する際は、二次医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの時間等も考慮すること
が必要である。」とされています。

○ 道においては、北海道医師会等の関係団体や医育大学、医療機関、市町村などで構成する北海道総合
保健医療協議会のご意見などを踏まえ、第二次医療圏の設定を行いました。

＊ 令和５年３月31日付医政発0331第16号、厚生労働省医政局長通知「医療計画について」

設定変更を行わない理由及び統合等を検討した医療圏の経過等

○ 第二次医療圏の設定に当たり、国の医療計画作成指針等に基づき、北海道総合保健医療協議会におい
て、①南渡島・南檜山・北渡島檜山、②東胆振・日高、③釧路・根室、④遠紋・北網の統合及び⑤札幌
圏の分割について、受療動向の変化や国作成指針に基づく人口・流出入患者の割合、保健所の設置、基
幹となる病院へのアクセスの変化、病床移転のイメージ等のシミュレーションを行い、検証しました。

○ 第二次医療圏については、人口規模や患者の受療動向のみで設定を行った場合、広大な圏域ができる
ほか、医療機能の都市部へのさらなる集約化も懸念されるなど、高齢化の進行、生産年齢人口が減少す
る中、医療機関へのアクセスの面で患者やその家族などの負担増に繋がる可能性があります。

○ 圏域の統合により、第二次医療圏を単位として基準を設けている制度・施策等への影響として、
①医師確保施策の（優先）対象から外れる、②感染症指定医療機関、感染症病床の減、
③保健所設置数の減・規模縮小等となる可能性があり、現状の改善に繋がらなくなる懸念があります。

○ 本計画においては、こうしたことを踏まえ、統合等により、全体として医療提供体制が向上すると
いった明確な変化が見られないことから、第二次医療圏の設定見直しは行わないこととしました。
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出典：令和７年１０月３日厚労省社会保障審議会医療部会検討会資料参照



医療機関機能について
医療機関機能の考え方

○医療機関機能に着目して、地域の実情に応じて、｢治す医療｣を担う医療機関と｢治し支える医療｣を担う医療機関の役割分担を
明確化し、医療機関の連携･再編･集約化が推進されるよう、医療機関（病床機能報告の対象医療機関）から都道府県に、地域で
求められる役割を担う｢医療機関機能｣を報告。地域の医療提供体制の確保に向けて地域で協議を行うとともに、国民･患者に共有。

○二次医療圏等を基礎とした地域ごとに求められる医療提供機能、より広域な観点から医療提供体制の維持のために必要な
機能を設定。
・2040年頃を見据えて、人口規模が20万人未満の構想区域等、医療需要の変化や医療従事者の確保、医療機関の維持等の観点から医療提供体制上の課題がある場合
には、必要に応じて構想区域を拡大。

・従来の構想区域だけでなく、広域な観点での区域や、在宅医療等に関するより狭い区域を設定。新たな地域医療構想の策定･推進に向けて、地域に必要な医療提供体制の
確保のため実効性のある議論に資するよう、区域ごとに議論すべき内容や議題に応じた主な参加者等についてガイドラインで明確化。

地域ごとの医療機関機能

急性期拠点機能
○地域での持続可能な医療従事者の働き方や医療の質の確保に資するよう、手術や救急医療等の医療資源
を多く要する症例を集約化した医療提供を行う。

※報告に当たり、地域シェア等の地域の実情も踏まえた一定の水準を満たす役割を設定。アクセスや構想区域の規模も踏まえ、構想区域ごと
にどの程度の病院数を確保するか設定。

高齢者救急・
地域急性期機能

○高齢者をはじめとした救急搬送を受け入れ、必要に応じて専門病院や施設等と協力･連携し、入院早期
からのリハビリ･退院調整等を行い、早期の退院につなげ、退院後のリハビリ等の提供を確保する。
※地域の実情に応じた幅をもった報告のあり方を設定

在宅医療等連携機能 ○地域での在宅医療の実施、他の医療機関や介護施設、訪問看護、訪問介護等と連携した24時間対応や
入院対応を行う。 ※地域の実情に応じた幅をもった報告のあり方を設定

専門等機能 ○上記の機能にあてはまらない、集中的なリハビリテーション、高齢者等の中長期にわたる入院医療機能、
有床診療所の担う地域に根ざした診療機能、一部の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を行う。
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広域的な観点の医療機関機能

医育及び
広域診療機能

○大学病院本院が担う、広域な観点で担う常勤医師や代診医の派遣、医師の卒前・卒後教育を
はじめとした医療従事者の育成、広域な観点が求められる診療を総合的に担い、また、これらの機能が
地域全体で確保されるよう都道府県と必要な連携を行う。

※このほか、急性期拠点機能を担う医療機関が行う、広域な観点での診療、人材の育成、医師の派遣等の役割についても報告を求め、地域全体での機能の確保

に向けた議論を行う。



区域の人口規模を踏まえた医療機関機能の考え方 60

出典：令和７年８月８日厚労省地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料



61医療機関機能の協議にあっての検討事項とデータ（案）

出典：令和７年８月８日厚労省地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料

区分 求められる具体的な機能や体制 協議のためのデータ

急性期拠点機能 （急性期の総合的な診療機能）
・救急医療の提供
・手術等の医療資源を多く要する診療の、幅広い総合的な提供

（急性期の提供等にあたっての体制について）
・総合的な診療体制を維持するために必要な医師数、病床稼働率
・急性期医療の提供や医師等の人材育成を行うための施設

○以下のデータについて、医療機関毎のほか
区域内全体における数・シェアも踏まえて検討。
・救急車受け入れ件数
・各診療領域の全身麻酔手術件数
・医療機関の医師等の医療従事者数
・急性期を担う病床数・稼働率
・医療機関の築年数、設備（例：手術室、ICU）
・その他従事者の状況
（歯科医師数、薬剤師数、看護師数等） 等

高齢者救急・
地域急性期機能

（高齢者救急・地域急性期に関する診療機能）
・高齢者に多い疾患の受入
・入院早期からのリハビリテーションの提供
・時間外緊急手術等を要さないような救急への対応
・高齢者施設等との平時からの協力体制

・救急車受け入れ件数（人口の多い地域のみ）
・医療機関の医師等の医療従事者数
・包括期の病床数
・地域包括ケア病棟入院料や地域包括医療病棟
の届出状況

・医療機関の築年数
・高齢者施設等との連携状況 等

在宅医療等
連携機能

（在宅医療・訪問看護の提供）
・在宅医療の提供の少ない地域において、在宅医療の提供
・訪問看護ＳＴを有する等による訪問看護の提供
（地域との連携機能）
・地域の訪問看護ステーション等の支援
・高齢者施設の入所者や地域の診療所等で在宅医療を受けている患者等の緊

急時の患者の受入れ体制の確保等、平時からの協力体制

・在宅療養支援診療所・病院の届出状況
・地域における訪問診療や訪問看護の提供状況
・医療機関の築年数
・高齢者施設等との連携状況等

専門等機能 ・特定の診療科に特化した手術等を提供
・有床診療所の担う地域に根ざした診療機能
・集中的な回復期リハビリテーション
・高齢者等の中長期にわたる入院医療

・回復期リハビリテーション病棟入院料・療養病棟
入院基本料等の届出状況

・有床診療所の病床数・診療科等



急性期・救急医療の役割分担について（イメージ）

出典：令和７年10月21日厚労省地域医療構想及び医療計画等に関する検討会（一部改）
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病床機能報告について
○病床機能区分のうち、これまでの【回復期機能】について、2040年に向けて増加する高齢者救急等の受け皿として
急性期と回復期の機能をあわせもつことが重要となること等を踏まえ、【包括期機能】として位置づけ。

63

機能区分 機能の内容 目安となる入院料

高度急性期機能 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特高
度急性期機能 に高い医療を提供する機能

• 救命救急入院料
• 特定集中治療室管理料
• ハイケアユニット入院医療管理料
• 脳卒中ケアユニット入院医療管理料
• 小児特定集中治療室管理料
• 新生児特定集中治療室管理料
• 新生児特定集中治療室重症児対応体制強化管理料
• 総合周産期特定集中治療室管理料
• 新生児治療回復室入院医療管理料
• 一類感染症患者入院医療管理料

急性期機能 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供す急性期機能 る機能

• 急性期一般入院料１～６
• 特定機能病院入院基本料（7:1、10:1）
• 専門病院入院基本料（7:1、10:1)
• 小児入院医療管理料１～３

包括期機能 ・高齢者等の急性期患者について、治療と入院早期からのリハビリ等
を行い、早期の在宅復帰を目的とした治し支える医療を提供する
機能

・急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療や
リハビリテーションを提供する機能

・特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の
患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的とした
リハビリテーションを集中的に提供する機能
（回復期リハビリテション機能）

• 地域一般入院料１～３
• 専門病院入院基本料（13:1）
• 有床診療所入院基本料１、４
• 地域包括医療病棟入院料
• 小児入院医療管理料４、５
• 回復期リハビリテーション病棟入院料・入院医療管理料
• 地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理料
• 特定一般病棟入院料
• 特定機能病院リハビリテーション病棟入院料

慢性期機能 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能長期にわたり療養
が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む。）、筋ジストロ
フィー患者又は難病患者等を入院させる機能

• 療養病棟入院料１～２
• 障害者施設等入院基本料（7:1～15:1）
• 有床診療所入院基本料２、３、５、６
• 有床診療所療養病床入院基本料
• 特殊疾患入院医療管理料
• 特殊疾患病棟入院料
• 緩和ケア病棟入院料
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区分 構想区域別 参照データ、ツール等

（１）区域の
状況

①人口構造 ・地域別将来推計人口（国立社人研）

②傷病別患者推計（入院・外来） ・地域別人口変化分析ツールAJAPA（千葉大）

③人口の推移・推計（人口区分別） ・地域別将来推計人口（国立社人研）
・地域別人口変化分析ツールAJAPA（千葉大）

④人口増加率と高齢者増加率（201５→２０２５） ・地域別将来推計人口（国立社人研）

⑤７５歳以上の人口の推移 ・地域別将来推計人口（国立社人研）

⑥受療率 ・地域別将来推計人口（国立社人研）
・患者調査（厚労省）

⑦１日平均患者数 ・地域別将来推計人口（国立社人研）
・患者調査（厚労省）

⑧構想区域内の主要都市間距離

(2)医 療 提
供 体 制

①医療機関データ ・病床機能報告・医療計画（厚労省）（分析C）

②病床数（機能別）・診療実績の推移 ・病床機能報告（厚労省）（分析C）
・病院報告（厚労省）

③受療動向１６項目 ・国保険・退職国保、後期高齢医療レセプトデータ
（分析C）

④医療従事者数（医師）
・人口10万対医療施設従事者医師数（全道・二次医療圏）
・医師数、主たる業務別
・診療科別医療施設従事医師数

・医師・歯科医師・薬剤師調査（厚労省）
・衛生行政（道）
・病床機能報告（医療分析C）
・国勢調査（総務省）

１ 構想区域の検討及び課題整理
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区分 構想区域別 参照データ

(2)医療提供
体 制

⑤医療従事者数（薬剤師）
・人口１０万対薬剤数、主たる従業地

・医師・歯科医師・薬剤師調査（厚労省）
・病床機能報告（厚労省）

⑥医療従事者数（看護師）
・人口１０万対看護職員数（実人員）
・人口10万対看護職員就業状況（常勤換算）
・病院１００床当たりの看護職員数（常勤換算）

・衛生行政報告例（道）
・医療施設調査（厚労省）
・看護師等業務従事者届（道）

⑦医療従事者数（OT・PT・ST）
・病院施設従事者数
・人口１万対OT・PT・ST

・医療施設調査（厚労省）
・国勢調査（総務省）

⑧地域分析
（南渡島、札幌、後志、東胆振、富良野、上川北部十勝、
根室以外は済）

・道医療分析センター（北大）
・病床機能報告、DPC導入の影響調査

⑨地域の年齢調整標準化レセプト出現比（SCR） ・東北大学藤森教授による医療提供状況の可視化
ツール （Tableau Public）

（３）その他 ①地域医療構想の主な取組状況（構想区域別）

②構想区域を単位としている施策

③設定変更で想定される影響

１ 構想区域の検討及び課題整理

新たな地域医療構想の検討に必要と見込まれるデータについて
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区分 構想区域別 参照データ

（１）急性期拠点機能 ①MDC別患者数（医療機関別） ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

②MDC別の医療機関シェア率 ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

③高度医療の提供状況（医療機関別） ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

④高度医療機器数（医療機関別） ・病床機能報告（分析C）

⑤救急車受け入れ件数（MDC別救急搬送件数（医療機関別）） ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

⑥各診療領域の全身麻酔手術件数（MDC件数（医療機関別）） ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

⑦医療機関の医師等の医療従事者数 ・病床機能報告（分析C）

⑧急性期を担う病床数・稼働率 ・病床機能報告

⑨医療機関の築年数、設備（例：手術室、ICU）

⑩その他従事者状況（歯科医師数、薬剤師数、看護師数等） ・病床機能報告

（２）高齢者救急
地域急性期機能

①肺炎の件数 ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

②急性期・回復期機能（医療機関別） ・病床機能報告

③救急車（MDC別救急搬送件数（医療機関別） ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

④医療機関の医師等の医療従事者数 ・病床機能報告（分析C）

⑤包括期の病床数 ・病床機能報告（回復期）（分析C）

⑥地域包括ケア病棟入院料や地域包括医療病棟の届出状況 ・厚生局届出情報

⑦医療機関の築年数

⑧高齢者施設等との連携状況
・入退院経路（医療機関別）

・病床機能報告（分析C）

２ 医療機関機能の協議

新たな地域医療構想の検討に必要と見込まれるデータについて
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区分 構想区域別 参照データ

（３） 高齢者救急
地域急性期機能

⑨MDC別患者数 ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

⑩高度医療の提供状況 ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

（４） 在宅医療等
連携機能

①在宅療養支援診療所・病院の届出状況 ・厚生局届出情報

②地域における訪問診療や訪問看護の提供状況
（３９圏域別）

・北海道国民健康保険・退職国保、後期高
齢者医療制度レセプトデータ

③医療機関の築年数

④高齢者施設等との連携状況・入退院経路（医療機関別） ・DPC導入による影響度の調査（分析C）

（５） 専門等機能 ①回復期リハビリテーション病棟入院料・療養病棟入院基本
料等の届出状況

・厚生局届出情報

②有床診療所の病床数・診療科

２ 医療機関機能の協議

新たな地域医療構想の検討に必要と見込まれるデータについて


